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社会福祉法人こばと福祉会 役員等報酬及び費用に関する規程 
 
（目 的） 
第１条 この規程は、社会福祉法人こばと福祉会の役員及び評議員の報酬及び費用に
ついて定 めるものである。 

 
（定 義） 
第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ
ろによる。 
 (1)役員とは、定款第 15条に基づき選任された理事及び監事をいう。 
 (2)常勤役員とは、施設の職員を兼務し、職員として常時従事する者をいう。 
 (3)非常勤役員とは、常勤役員以外の役員をいう。 
 (4)評議員とは、定款第 5条に基づき選任された者をいう。 
 (5)報酬とは、社会福祉法第 45条の 35第 1項に定める報酬等をいい、報酬、賞与そ
の他職務遂行の対価として受ける財産上の利益及び退職手当であって、その名称
の如何を問わない。費用とは明確に区分されるものである。 

 (6)費用とは、職務の遂行に伴い発生する交通費、通勤費、旅費(宿泊費を含む）、
手数料等の経費をいう。報酬等とは明確に区分されるものである。 

 
（報酬等の区分） 
第３条 役員の報酬は、常勤役員にあっては月額報酬、賞与及び退職手当とし、非勤
役員及び評議員については、業務に応じた報酬とし、賞与及び退職手当は支給し
ない。 

 
（常勤役員の報酬等の算定方法） 
第４条 常勤役員に対する報酬等の額は、次の各号による報酬等の区分に応じて定めるもの

とする。 
 (1)報酬（基本給）については、職員給与規程に定める俸給表により支給する。 
 (2)賞与については、職員給与規程により算定される期末・勤勉手当を支給する。 
 (3)賞与以外の諸手当については、職員給与規程の各規定により支給する。 
 (4)退職手当については、社会福祉施設職員退職手当共済法及び宮崎県民間社会福祉
施   設等従事職員共済制度の規定による退職手当を支給する。 
 
（非常勤役員及び評議員の報酬等の算定方法） 
第５条 非常勤役員及び評議員に対する報酬等の額は、次の各号による報酬等の区分
に応じて 定めるものとする。 

 (1)非常勤役員の報酬は、別表第１「非常勤役員の報酬」に定める額とする。 
 (2)評議員の報酬は、別表第２「評議員の報酬」に定める額とする。 
 
（費 用） 
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第６条 非常勤役員及び評議員が、会議に出席する場合又は職務の執行のため出張す
る場合   は、別表第３「旅費交通費」に定める旅費を支給することができる。 
 ２ 前項にかかわらず、常勤役員については、職員旅費規程に準じて旅費を支給するもの
とする。 
  ３ 役員及び評議員がその職務の執行に当たって負担し、又は負担した費用について
は、これを請求のあった日から遅滞なく支払うものとし、また、前払いを要するも
のについては前もって支払うものとする。 

 
（重複支給の防止） 
第７条 同一日において、当該役員等報酬規程による報酬等の支給の対象となる業務
に複数回 従事したときは、重複して支給しないものとする。 

 
（報酬等の支給方法） 
第８条 常勤役員に対する報酬等の支給時期は、次の各号による報酬等の区分に応じ
て定める時期とする。 

 (1)報酬については、その月の初日から末日までの分を毎月 25 日に支給する。ただ
し、当日が休日にあたる場合は、その前日とする。 

 (2)賞与については、毎年 6月及び 12月とする。 
 ２ 非常勤役員及び評議員に対する報酬は、業務を行った都度支給する。 
 ３ 報酬等は、通貨をもって本人に支給する。ただし、本人の指定する本人名義の
金融機関口座に振り込むことができる。 

 ４ 報酬等は、法令の定めるところにより控除すべき金額及び本人から申し出があ
ったときは、給食費、県退職共済本人掛け金等を控除して支給する。 

 
(報酬等の計算方法) 
第９条 月の途中で新たに就任した常勤役員の報酬は、その日から当該月の末日まで
日割り計算により支給する。 

 ２ 常勤理事が月の途中で退任、又は解任された場合は、当該月の初日から退任し、
又は解任された日までの報酬を日割り計算により支給する。 

 ３ 前２項の日割り計算による日額の計算は、報酬の額を当該月の暦日から当該月
の休日を除いた日数で除して得た額とする。 

 ４ 所定の勤務時間の全部又は一部について業務に従事しなかった場合は、その従
事しなかった時間に対する報酬は支給しない。ただし、本規程等で別に定める場
合は、その規定による。 

 ５ 前項の場合において従事しなかった時間の計算は、当該報酬締切期間の末日に
おいて合計し、１時間未満は切り捨てる。１時間当たりの金額の計算方法は、報
酬をその月の所定勤務時間で除した額とする。 

 ６ この規定により、計算金額に端数が生じたときには、次のとおり端数処理を行
う。 
  (1)50銭未満の端数について、これを切り捨てる。 
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  (2)50銭以上１円未満の端数のあるときは、その端数金額は１円として計算する。 
 
（公 表） 
第１０条 当法人は、この規程をもって、社会福祉法第 59条の 2第 1項第 2号に定め
る報酬等の支給の基準として公表するものとする。 

 
 
（改 廃） 
第１１条 この規程の改廃は、評議員会の議決により行うものとする。 
（補 則） 
第１２条 この規程の実施に関し必要な事項は、理事長が理事会の承認を得て、別に定め
るものとする。 
 
 附 則 
 この規程は、平成２９年４月１日より適用する。 
 
別表第１（非常勤役員の報酬） 
（１）理事 
 日 額 
理事会等会議への出席 5,000円 
上記の他、法人施設業務のための出勤 5,000円 

 
（２）監事 
 日 額 

監事監査等への出席 5,000円 

理事会等会議への出席 5,000円 

上記の他、法人施設業務のための出勤 5,000円 
 
 
別表第２（評議員の報酬） 
 日 額 

評議員等会議への出席 5,000円 

上記の他、法人施設業務のための出勤 5,000円 
 
別表第３（旅費交通費） 
区分 旅費交通費 
自家用車 １ｋｍ毎に 37円 
公共交通機関 実費 



－4－ 
４－ 

宿泊費 実費 
必要経費 実費 
高速道路利用料金 実費 
その他交通手段 実費 

 



(1)２９年度役員報酬

ア．理事長（役員職員）－  総額６,４３５,２２０円
　　　　　     　  　　　源泉徴収総額４２０,７９０円
イ．こばと副園長（役員職員）－総額６,７２３,４７５円
　 　　　　　     　　　　源泉徴収総額４７５,９２０円

② 役員報酬（理事）－年間総額（源泉徴収）
　　　山口俊公　－　 ２５,０００円（７６５円）
　　　田村光弘　－ 　２０,０００円（６１２円）
　　　伊藤美智子－　２９,０００円（８８７円）
　　　高橋瑞枝　－　 １５,０００円（４５９円）

③ 役員報酬（監事）－年間総額（源泉徴収）
　　　松永卓彦　－　 ３０,０００円（９１７円）
　　　釆女賢次　－ 　３０,０００円（９１７円）

④ 役員報酬（評議員）－年間総額（源泉徴収）
　　　大山和彦　－　　 ５,０００円（１５３円）
　　　尾辻忠広　－ 　　５,０００円（１５３円）
　　　上水流好美　－ 　５,０００円（１５３円）
　　　中島潤史　－ 　　５,０００円（１５３円）
　　　野添宗光　－　　 ５,０００円（１５３円）
　　　鬼塚未緒　－ 　　５,０００円（１５３円）
　　　満丸洋一　－ 　　５,０００円（１５３円）

①＋②＋③＋④　２９年度役員報酬総額

（開示）

・現況報告に記載

・今回は理事会に報告し、承認を得る

(２)３０年度役員報酬限度額

① 総額

　　（内訳）

　　　a.常勤役員給与　　　　６,５００,０００円

　　　ｂ.常勤役員給与　６,９００,０００円

　　　c.非常勤役員報酬　２００,０００円

①

=合計 13,342,695

１３,６００,０００円


